
船橋市個人市民税及び個人県民税上場株式等に係る配当所得等に関する返還金支払要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下「法」という。）の規

定による還付が不能となる過誤納金相当額（以下「還付不能金」という。）及びこれに

係る延滞金相当額等について、個人市民税及び個人県民税上場株式等に係る配当所得等

に関する返還金（以下「返還金」という。）を支払うことによって納税者の不利益を救

済し、税務行政に対する信頼の回復を図ることを目的とする。 

 

（返還の根拠） 

第２条 返還金は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３２条の２の規定により

支出する。 

 

（返還の対象者） 

第３条 返還金の対象者は、次に掲げる者又はその相続人（包括受遺者を含む。）とする。 

（１） 法第３２条第１３項本文及び法第３１３条第１３項本文に規定する場合に該当す

る者であって、特定配当等に係る所得の金額を除外して算定されなかったもの 

（２） 法第３２条第１５項本文及び法第３１３条第１５項本文に規定する場合に該当す

る者であって、特定株式等譲渡所得に係る金額を除外して算定されなかったもの 

 

（返還金の額等） 

第４条 返還金の額は、次に掲げる金額の合計額とする。 

（１） 法の規定に準じて算定した個人市民税及び個人県民税の還付不能金 

（２） 前号の還付不能金に係る納付済みの延滞金相当額 

（３） 第１号の還付不能金及び第２号の延滞金相当額に係る還付加算金相当額 

２ 前項の返還金の決定は、市が保存していて所得税の確定申告書の収受日が確認できる

平成２３年度分から平成２５年度分の間とする。ただし、平成２２年度以前の年度分に

ついて、納税者が還付不能金を算出するための資料となる書類等を提示した場合で、こ

れにより課税状況及び納付状況等が確認できるときは、当該還付不能金について返還金

の対象とする。 

３ 第１項第３号の還付加算金相当額は、法第１７条の４に規定する計算の例により算定

するものとする。ただし、日数の計算に当たっては、還付不能金が納付又は納入された

日（以下「納付日」という。）の翌日から支出を決定した日までの期間に応じて計算す

るものとする。 

４ 市長が返還金があることを納税者に通知した日から３０日を経過する日までにその

返還金の支払を請求しない場合には、その経過する日の翌日から還付の請求があった日

までの期間を前項に規定する期間から控除する。 



 

（端数処理） 

第５条 返還金を算定する場合の端数処理は、返還日現在の法の規定の例により行うもの

とする。 

 

（返還の申請） 

第６条 平成２３年度分から平成２５年度分については、原則として、返還金の支払には

納税者からの申請書を要しない。 

２ 平成２２年度以前の年度分については、返還金の支払を受けようとする者は、市長に

対して船橋市個人市民税及び個人県民税返還金支払申請書（第１号様式）及び還付不能

金を算出するための資料となる書類等を提出しなければならない。 

 

（返還金の通知） 

第７条 市長は、前条第２項に規定する申請書が提出された場合には返還金の支払の可否

を決定し、その旨及び支払う返還金の額を申請者に対して船橋市個人市民税及び個人県

民税返還金支払決定通知書（第２号様式）により通知するものとする。 

 

（返還金の支払） 

第８条 市長は、前条の規定により返還金を支払う旨の決定及び通知を行ったときは、速

やかに船橋市予算会計規則（平成２６年船橋市規則第５９号）の定めるところにより返

還金を支払うものとする。 

 

（返還金の返還） 

第９条 市長は、虚偽その他不正な手段により返還金の支払を受けた者があるときは、次

に掲げる額の合計額をその者から返還させるものとする。 

（１） 返還金の額に相当する額 

（２） 返還金の支払を受けた日から返還金の額に相当する額が返還された日までの期

間の日数に応じ、当該返還金に年５分の割合を乗じて得た額 

 

（その他） 

第１０条 この要綱の施行に際し、必要な事項は別に定める。 

 

附則 

この要綱は、平成３１年３月１日から施行する。 

 

 

 



 

 

 

船橋市個人市民税及び個人県民税返還金支払申請書 

 

  年  月  日 

 

 船橋市長  あて 

 

 

住 所  

ﾌﾘｶﾞﾅ 

氏 名 
            ㊞ 電話番号  

 

  船橋市個人市民税及び個人県民税上場株式等に係る配当所得等に関する返還金支払要

綱第６条第２項の規定に基づき、次のとおり返還金の支払を申請します。 

 

 

 １ 返還金の対象年度  平成    年度、平成    年度、平成    年度 

             平成    年度、平成    年度、平成    年度 

 

 ２ 添付書類 

所得税の確定申告書の控え（写しも可） 

                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【裏面に続く】 

第１号様式 



 

 

 ３  返還金の受取口座 

金融機関 

銀  行 

信用組合 

信用金庫 

農  協 

支 店 
支店 

支店 No. 

口座名義 

フリガナ 預金種目 普通・当座・その他 

名前 口座番号 No. 

   

 

本人名義以外の口座を指定する場合は、下欄の委任状を記入し捺印下さい。 

委 任 状 

代 理 人   住 所                       

（口座名義人）  氏 名                       

上記の者に返還金の受領に関する権限を委任します。 

委 任 者   住 所                       

        氏 名                     ㊞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

                          年  月  日  

            様 

 

                      船橋市長  松 戸  徹 印 

 

 

船橋市個人市民税及び個人県民税返還金支払決定通知書 

 

  あなたが    年  月  日付けでされた船橋市個人市民税及び個人県民税上場

株式等に係る配当所得等に関する返還金の申請について、船橋市個人市民税及び個人県民

税上場株式等に係る配当所得等に関する返還金支払要綱第７条の規定に基づき、次のとお

り返還金を（支給する・支給しない）ことを決定したので通知します。 

  

１ 返還金の額                  円 

２ 返還金の内訳                        （単位：円） 

返還年度  

個人市県民税 

相当額① 

延滞金 

相当額② 

還付加算金

相当額③ 

小計 

① +②+③ 
合計 

平成 17 年度 

市民税分     

 

県民税分     

平成 18 年度 

市民税分     

 

県民税分     

平成 19 年度 

市民税分     

 

県民税分     

平成 20 年度 

市民税分     

 

県民税分     

平成 21 年度 

市民税分     

 

県民税分     

平成 22 年度 

市民税分     

 

県民税分     

合 計      

３ この決定の理由 

 

 

第２号様式 


